
第２２期第２１回筑前海区漁業調整委員会次第 

 

 

 

 

１ 日 時  令和５年９月２０日（水） １４：００～ 

 

 

２ 場 所   福岡県庁４階 漁業調整委員会室 

 

 

３ 議 題 

（１）漁業権漁場内の岩礁破砕について（協議） 

                                資料１ 

 

（２）定置網漁業の保護区域について（報告） 

                                        資料２ 

 

（３）その他 
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資　　料　　１
（２２期２１回筑前漁調委）

（令和５年９月２０日）



岩礁破砕等概要 
 

漁業管理課 
 

・ 岩礁破砕箇所（別紙参照） 

   筑共第１６号 ５箇所（ＡＣ工法※１３箇所、ＲＳ工法※２２箇所） 

   筑共第１７号 ２箇所（ＡＣ工法２箇所） 

   筑共第１８号 １箇所（ＡＣ工法１箇所） 

   筑共第２０号 ３箇所（ＡＣ工法２箇所、ＲＳ工法１箇所） 

    いずれの場所も人工礁の区域がないことを確認済み。 

     ※ＡＣ工法：ドリルのように掘削して破砕 

      ＲＳ工法：ハンマーのように打設して破砕 
 

 ・ 破砕規模（別紙３ 表４－１参照） 

    掘削径 1.6-2.6ｍ 

掘削長 15ｍ～28ｍ 
  

・ 期間 

    令和５年１１月１日～令和７年３月３１日 
 

・ 使用船舶 

   ３隻（ＡＣ工法１隻、ＲＳ工法２隻） 
 

・ その他許可条件 

（１）総破砕量は５，０００立米以内でなければならない。 

（２）岩礁破砕に使用する船舶の両舷側の見やすい場所に許可番号を表示しなければな

らない。 

（３）破砕するときは、この許可証を自ら携帯し、又は責任者に携帯させなければならな

い。 

（４）事業終了後に、破砕実績を速やかに報告しなければならない。 

（５）岩礁破砕に使用する船舶は以下のとおりでなければならない。 

（６）発生する土砂は、販売してはならない。 

（７）発生する土砂を処分する場合は、産業廃棄物処理関係法令を遵守しなければなら

ない。 

 

 

船　　　　名 船　舶　番　号 総　ト　ン　数 破　砕　工　法

第八十八大栄号 無し（非自航式）
４，９１０トン
（排水トン数）

ＲＳ工法

ＣＰ－１６００１ 無し（非自航式） １９，１３０トン ＡＣ工法

ＣＰ－８００１ 無し（非自航式） ７，４５６トン ＲＳ工法
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資　　料　　２
（２２期２１回筑前漁調委）

（令和５年９月２０日）
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福岡県海面利用協議会・地区協議会設置要綱 

                                                

平成２３年４月５日制定 

 

（目 的） 

第１条  海面における漁業と遊漁、及び海洋性レクリエーションとの紛争の予防及び

調整・解決を促進し、海面の円滑な利用を図ることを目的として、福岡県海面利用

協議会（以下「県協議会」という。）を設置する。 

２ 前項の目的のため、地区毎に必要があると認められる課題がある場合には、その

地区（以下「該当地区」という。）に福岡県海面利用地区協議会（以下「地区協議

会」という）を設置する。 

 

（協議会の業務） 

第２条 県協議会の業務は次のとおりとする。 

（１）漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの海面利用調整に関する事項について

調査、検討を行うこと。 

（２）各海区漁業調整委員会（以下「海区漁業調整委員会」という。）からの求めに

応じて、広域的な海面における漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの調整に

関する事項について調査、検討を行うこと。   

（３）前各号に定める事項のほか、海面における漁業と遊漁との調整に関する事項そ

の他海面における遊漁に関する事項について、海区漁業調整委員会に意見を述べ

ること（ただし、地区協議会が該当地区の所属する海区漁業調整委員会に意見を

述べる場合はこの限りでない。）。 

２ 地区協議会の業務は次のとおりとする。 

（１）該当地区の海面における漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの調整に関す

る事項について調査、検討を行うこと。 

（２）海区漁業調整委員会からの求めに応じて、地域限定的な海面における漁業と遊

漁、海洋性レクリエーションとの調整に関する事項について調査、検討を行うこ

と。 

（３）該当地区の海面における漁業と遊漁、海洋性レクリエーションとの調整に関す

る事項について、県協議会または、当該地区の所属する海区漁業調整委員会に意

見を述べること。 

 

（組 織） 
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第３条  県協議会は、次に掲げる職にある者の中から知事が選任した委員をもって組

織する。 

（１）県内の漁業協同組合連合会代表理事会長 

（２）原則として、県内に住所を有する遊漁関係団体の代表者  

（３）原則として、県内に住所を有する海洋性レクリエーション関係団体の代表者  

（４）学識経験を有すると認められる者 

（５）その他知事が必要と認める者 

２ 地区協議会は、地区の課題に応じるため次に掲げる職にある者の中から知事が選

任した委員をもって構成する。 

（１）該当地区内における漁業協同組合の代表理事組合長（支所長理事、地区代表理

事を含む）または漁業者代表 

（２）原則として、該当地区内に住所を有する遊漁関係団体の代表者  

（３）原則として、該当地区内に住所を有する海洋性レクリエーション関係団体の代

表者  

（４）学識経験を有すると認められる者 

（５）その他知事が必要と認める者 

３ それぞれの委員の定数は、予算の範囲内で、知事が別に定める。 

４  県協議会及び地区協議会（以下これらをあわせて「協議会」という。）に、それ

ぞれ会長を置く。 

５ それぞれの会長は、第１項（４）及び第２項（４）に該当する委員の中から互選

する。 

６ 知事は、特別の事由があるときは、委員を解任することができる。 

   

（任 期） 

第４条 それぞれの委員の任期は、委嘱の日の属する年度限りとする。 

 

（協議会の運営） 

第５条  協議会は、必要に応じて知事が招集する。 

２ 協議会の会議は、会長が議長を務めるものとする。 

３  会議の傍聴は、その運営に支障のある場合を除き、これを妨げない。 

４  会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した委

員が会議における会長の職務を代行する。 

 

（事務局） 

-4-



第６条  協議会の事務局は、福岡県農林水産部水産局漁業管理課に置く。 

 

（雑則） 

第７条  協議会は、その会議を経て、その職務の遂行に関して必要な事項を定めるこ

とができる。 

 

  附 則 

  この要綱は平成２３年４月５日から施行する。 
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筑前海区漁業調整委員会指示第２００号

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、筑前海区に

おける小型定置網漁業の操業を保護するため、次のとおり指示する。ただし、試験研

究機関等が調査研究のために水産動植物を採捕する場合は、この限りではない。

令和３年１１月２６日

筑前海区漁業調整委員会

会長 冨重 信一

１ 指示の適用海域

筑前海区海域

２ 指示の内容

次の（１）及び（２）で示した小型定置網漁業の操業保護区域においては、当該小型定

置網漁業によるものを除き、水産動植物を採捕してはならない。

（１）落網（登網を持つ小型定置網）

垣網（道網）の前面５００メートル及び後面１００メートル並びにその他の網部

分の周辺１００メートル。ただし、姫島漁港東防波堤から北東８００メートルの

海面に設置される落網（姫島地先）については、垣網（道網）の前面５００メー

トル及び後面３００メートル並びにその他の網部分の周辺３００メートル。

（２）落網以外の小型定置網

垣網（道網）の前面１００メートル及び後面１００メートル並びにその他の網部

分の周辺５０メートル。

３ 指示期間

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで

小型定置網漁業の操業保護区域（参考）

落網（姫島地先以外） 落網（姫島地先） 落網以外の小型定置網

垣網
（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺１００ｍ

後面１００ｍ 前面５００ｍ

垣網
（道網）

囲網
（身網）

登網箱網

周辺３００ｍ

前面５００ｍ後面３００ｍ

囲網
（身網）

周辺５０ｍ

後面１００ｍ 前面１００ｍ

袋網

垣網
（道網）
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